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１．港湾BCP 

 東日本大震災等の教訓を受け、全国各地の港湾に

おいて港湾BCPの策定が急がれていることから、港湾

BCP策定のあり方について研究し、これを元に港湾の

事業継続計画策定ガイドラインが国土交通省港湾局

から昨年度末に公表された。 

 現在、各港で港湾BCPの策定・改良作業（港湾BCM）

が行われているが、まずは初期の人命に影響する緊

急輸送等に重点が置かれている。これは、緊急輸送

等が急を要する事項であること、港湾BCPは民間事業

者を含む多種の主体からなるDCP（地域継続計画）の

一種とも考えられるが、緊急輸送等については公共

主体でとりまとめが可能であることなどから優先し

て合意を図ったことが挙げられる。一方で経済活動

に関する内容や合意形成のあり方についてはまだ知

見が十分でないこと等も挙げられる。 

 経済活動復旧手順については、重要機能を設定す

るなどの基本的な考え方を示したところであるが、

図１に示す石油化学コンビナートの操業停止によっ

て納豆生産の縮小を余儀なくされた事例など、より

具体的な事例を検討することによりBCP策定のあり

方について研究を行っている。 

 

図１ 納豆容器の製造・流通の流れ 

また、港湾BCPを比較分析し整理することで各港湾

BCPの改善に寄与するべく研究を進めている。 

２．広域港湾BCP 

 広域港湾BCPには、隣接する港湾を一つの港湾と捉

えて策定するBCPがあり、これには単独の港湾BCPの

考え方が概ね適用可能である。広域ブロック内での

初期復旧の優先順位の考え方や資機材の融通、代替

輸送を検討した広域港湾BCPも始まりつつあり、復旧

活動の広域調整機能等の助言等を行っている。更に、

サプライチェーンを意識した広域港湾BCPのあり方

について研究を行っている。図２は、鉄鋼用石灰石

の輸送ルートであり、移出側の機能が停止すると移

入側の産業機能が停止する可能性を示している。 

 

図２ 製鉄用石灰岩の移出入 

 

３．港湾物流と港湾保安の両立 

港湾ではSOLAS条約等に基づいた国際港湾物流に

係る保安対策を行っているが、保安検査の強化によ

り港湾物流が停滞する可能性が指摘されている。 

 このため、ふ頭地区でのトレーラーの出入り管理

強化によるゲート待ち時間の変化について検討する

ため現地調査とシミュレーションを実施、分析し、

国際的な保安強化への備えとした。1) 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.853 

 http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0853.htm 
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１．研究の背景・目的 

国土交通省港湾局では、三大湾び有明海沿岸に短

波海洋レーダ（以下、「海洋レーダ」と呼ぶ。）を

設置し、流況観測、ゴミ回収等に活用している。こ

のうち紀伊水道に設置していた海洋レーダが平成23

年(2011年)東北地方太平洋沖地震による津波と副振

動を捉えることに成功した1)､2)。そのため、当研究

室ではリアルタイムで津波検知が可能な海洋レーダ

の技術開発に取組み、成果を得たので報告する。 

 

２．津波成分流の抽出及びノイズ除去手法の開発 

 当研究室所有の海洋レーダを和歌山県沿岸に設置

し、システム改良・開発に取り組むこととした（図1）。 

リアルタイムで津波を検知するために、まず、連

続的にデータを取得できるようにシステムを改良し

た。次に、津波襲来時に計測される表面流速（潮流

や吹送流などの背景流と津波成分流が混在）から自

己回帰モデルを用いて津波成分流を抽出できるシス

テムを開発した。さらに、数分間のデータからドッ

プラースペクトルを計算するにはノイズに対するシ

グナルの比（S/N比）を高めることが必要となるため、

ウェーブレット変換を適用して主要なノイズである

航空機ノイズ成分を除去する手法を開発した（図２）。 

 

３．仮想津波実験手法の活用及び今後の課題 

津波の襲来頻度は少ないため、実観測に基づく津

波検知技術の検証は困難である。そこで、海洋レー

ダの実観測結果と津波シミュレーションによる計算

結果を合成することで仮想的に津波を観測する手法

を用い、本技術の性能、適用性を評価した3)。 

今後は、開発した技術の展開・検証・フィードバ

ックに向けた検討を進めることとしている。 
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図1 HFレーダの設置場所と観測範囲 

 

 
図2 航空機ノイズ除去前後のドップラースペクトル 
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